
（寄稿文）32

エネルギー消費性能の評価法
― 省エネ基準の評価法拡張と評定スキームの構築 ―

国土交通省国土技術政策総合研究所住宅研究部建築環境研究室主任研究官 宮　田　征　門

１．研究の背景と目的

平成 29 年４月より、2,000㎡以上の
非住宅建築物については、建築物省エネ
法（建築物のエネルギー消費性能の向上
に関する法律、平成 27 年法律第 53 号）
に基づく省エネルギー基準への適合が義
務化された１）。建築物のエネルギー消費
量の削減は、エネルギー資源に乏しいわ
が国にとって喫緊の課題であり、国際問
題である地球温暖化対策や災害発生時等
の電力需給対策にも繋がる重要な課題で
あるため、今後も更なる規制強化が予想
される。このような動きの中、国土技術
政策総合研究所では、　建築研究所と
協力し、省エネルギー基準への適合性判
定を支援するオンラインプログラム「エ
ネルギー消費性能計算プログラム（非住
宅版）」（以下、「Web プログラム」という。）
を開発し、公開している２）。このプログ
ラムについて、元々は省エネルギー基準
という最低水準を満たすかどうかを公平
かつ簡便に判断することがプログラムの
主目的であったが、近年は基準への適合
性の判定だけではなく、より高い性能の
建築物を対象としたラベリング制度（建
築物省エネルギー性能表示制度、BELS、
ベルス）のための評価ツールとしても使
用されるようになった。つまり、基礎的
な省エネルギー技術だけではなく、より
高度な技術を採用した先進的な建築物を
も適切に評価することが求められるよう
になってきた。そこで、国土技術政策総
合研究所では、現状の Web プログラムで
は技術的な検討が不足しており充分な評
価ができない先進的な技術（特に、自動
制御技術、未利用エネルギー活用技術）
について、実態調査やシミュレーション
による解析を実施して評価方法を作成し、
Web プログラムの機能拡張を行った。ま
た、省エネルギー効果の根拠の一般化が
困難な技術を対象として、その性能を評
定し、省エネルギー基準の評価に活用で

きるスキームの構築を行った。本稿では、
これらに関する研究の成果を報告する。

２．研究の内容

(１)高度な自動制御技術の評価法の
開発

建築物のエネルギー消費は主として建
築設備（空調設備や照明設備等）による
ものであるが、このエネルギー消費量を
削減するためには、高効率な機器を採用
するだけではなく、機器を無駄なく効率
よく動かす技術（自動制御技術）の普及
も重要である。図－１は空調設備の変流
量制御の例を示しているが、自動制御技
術が適切に普及することにより、更なる
大幅な省エネルギー化が可能である。自
動制御技術の普及を阻害している要因は、
①先進的で開発途上の技術であるため、
その技術の定義（規格）が明確ではない
こと、②その導入効果を定量的に評価す
るための技術的知見が不足していること
である。そこで、各種自動制御技術につ
いて、その定義を明確に規定したうえで、
各々の省エネルギー効果を定量的に評価
する方法を開発した。

(２)未利用エネルギーを活用した建
築設備システムの評価法の開発

建築物の更なる省エネルギー化を目指
して、未利用熱エネルギー（地中熱、井
水、河川水等）を活用した高度な空調・
給湯システムが普及しつつある。国土交
通省の総合技術開発プロジェクト「電力
依存度低減に資する建築物の評価・設計
技術の開発（平成 25 ～ 27 年）」では、
最も普及しているボアホール（ボーリン
グ孔）型の地中熱利用システムを対象と
して、詳細な性能解析プログラムを開発
して様々な仕様について解析を行い、そ
の結果を集積して、設計時にエネルギー
消費性能を評価する簡易手法を開発した。
この成果は、非住宅建築物の省エネル
ギー基準の評価手法に組み込まれ、平成

28年４月、Web プログラムに反映された。
一方、近年、更に高効率かつ経済性の

高いシステム（杭利用型、水平埋設型、
井水や河川水等の直接利用型等）が登場
しつつあるが、これらは現状の基準では
評価できない。そこで、これらのシステ
ムを対象として、シミュレーションおよ
び実測調査を実施して性能を分析し、前
述のボアホール（ボーリング孔）型と同
様に、省エネルギー基準用のエネルギー
消費性能評価法を開発した。

(３)先進的な技術の評定スキームの
構築

前述のとおり、現状の Web プログラム
は、省エネルギー基準の適合性判定にお
いて白か黒かを公平に判断することを主
目的として開発された行政ツールである
ため、①確認申請時には概略の仕様しか
決まらず施工段階において当該建築物の
条件に合わせて仕様を決定していく技術、
②採用事例が少なく検証が不充分で実態
としての性能が明らかではない技術、③
JIS 等によって、その定義や性能値が規
格化されていない技術については、現状
の Web プログラムでは評価ができない。
しかし、最先端の建築物には、このよう
な特徴を持つ先進的な技術が多く採用さ

図－１　自動制御技術の例（空調設備の変流

量制御）
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れているため、これら技術の性能を評定
し、省エネルギー基準の評価に活用でき
るスキームを構築した。

３.高度な自動制御技術の評
価法の開発

(１)自動制御技術の分類および定義
の作成

まず、自動制御技術の普及を阻害して
いる要因の１つである「先進的で開発途
上の技術であるため、その技術の定義（規
格）が明確ではない」を解消するために、
建築物の設計図書を調査し、自動制御技
術の分類および定義を作成した。特に、
現状の省エネルギー基準では評価が出来
ない自動制御技術を対象として、建築確
認申請時点の設計図書にどの程度の仕様
を記すことが慣例であるか等も含めて調
査を行った。
本研究では、計 14 物件の設計図書を

収集し、自動制御技術の分類および定義
の作成を行った。同じ制御でも、様々な
動作方式がある（例えば、同じ流量制御
でも１つのセンサーで制御するもの、複
数センサーで細かく制御するもの等があ
り、効果は異なる）。本研究では、自動
制御技術が導入されている実物件の設計
図や竣工図の分析を行い、更に設計者や
機器製造者へのヒアリング調査を実施し
て、各種自動制御技術について動作方式
を具体的に書き起こし、その機能を分類
して整理した。結果の一例を図－２に示
す。

(２)標準的な自動制御技術の評価法
の構築

前述の各種自動制御技術の動作方式の
分類調査で明らかにしたとおり、同じカ
テゴリの自動制御技術であっても様々な
動作方式があり、その方式によって省エ
ネルギー効果は異なる。しかし、現状の
省エネルギー基準では方式毎のエネル
ギー削減効果の差異は評価できず、一番
効果の少ない方式を仮定して評価を行っ
ている（過小評価している）。そこで、
本研究では、今後普及の見込みがある標
準的な自動制御技術を対象として、方式
毎に省エネルギー効果を差別化して評価
する方法の構築を行った。
成果の一例として、照明設備における

「明るさ検知制御」の検討結果を示す。
ここで、省エネルギー基準における「明
るさ検知制御」とは「天井等に設置され
たセンサーにより室内の明るさを検知し、

その値に応じて照明器具の出力を制御す
ること」であると定義した。昼光計算シ
ミュレーション（Radiance）による解析
を行い、昼光利用時の明るさ検知制御の
効果は、大きくは開口率（床面積あたり
の窓面積）と自動制御ブラインドの有無
が影響することを明らかにし（図－３）、
この結果を踏まえて開口率毎にエネル
ギー削減率を定めた（表－１）。また、
この制御が有効に機能するための照明器
具の要件、併用される自動制御ブライン
ドの機能要件等を併せて整理し、審査機
関により適切に評価が可能となるように
資料を整備した。

４.未利用エネルギーを活用
した建築設備システムの
評価法の開発

(１)地中熱交換器の分類と定義
地中熱交換器の種類毎に地盤との熱交

換性能は異なるため、種類毎に評価法を
作成する必要があるが、そのためには、
熱交換器の種類に関する明確な定義が必
要になる。特に、本研究の成果は省エネ
ルギー基準の評価方法として活用するた
め、熱交換器に関する高度な知識までは
持たない審査者（登録省エネ判定機関）

が図面をみて迷いなく区別できるように、
明確なルールを作る必要がある。本研究
では、建築設備設計者、施工者、学識者
にヒアリングを行い、代表的な方式を見
出し、これらについてその定義を作成し
た。ヒアリング調査等の結果に基づき作
成した地中熱交換器の分類と定義を図－
４に示す。充填材の種類、単一熱交換器
中のパス数（１つの地中熱交換器の中に
熱媒を通す経路の数）、ボアホールの孔
径（杭利用の場合は杭径）によって分類
をすれば、現在、わが国で採用されてい
る代表的な地中熱交換器はほぼ網羅して
分類できることが判った。

図－２　自動制御技術の分類（変流量制御の例）

図－３　明るさ検知制御の省エネルギー効果の解析

表－１　明るさ検知制御の動作方式毎の

エネルギー削減率
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(２)地盤との熱交換量を推定する式
の開発

現状の基準では評価できない「大口径
固体充填」「間接型水充填」「直接循環型
水充填」の３種類を対象として評価式の
開発を行った。既往研究において、ボア
ホール型の地中熱交換器の性能は、相当

熱交換器長（地盤の有効熱伝導率λ＝
2.0W/(mK) におけるダブルＵチューブと
熱的に同等の熱交換器長）を算出するこ
とで推定できることが判っている。本研
究でもこの成果を利用して、「大口径固
体充填」「間接型水充填」「直接循環型水
充填」の３種類について相当熱交換器長

を算出する式を開発した。
まず、性能解析プログラム（Ground 

Club。以下、「GC」という。」）を利用し
て理論計算を行い、実際の地中熱交換器
長 Lと相当熱交換器長 L’の比 (相当熱
交換器長換算係数 )ｌを算出する。換算
係数ｌは熱交換器の種類、直径に係る寸
法ｄ、地盤の有効熱伝導率λの関数とし
て算出した。作成した関数を図－５に示
す。ここで、ｄは地中熱交換器断面の直
径に係る寸法であり、図－５に定義を示
す。この換算係数の妥当性を検証するた
めに、４つの実システムを対象として検
証実験を行った。結果の一例を図－６に
示す。開発した評価方法は概ね精度良く
実態の性能を捉えていることを確認した。

図－５　開発した熱交換量推定式と地中熱交換器断面の直径の定義

図－４　省エネ基準の評価法における地中熱交換器の分類と適用条件

図－６　実システムにおける検証実験の結果（左：大口径固体充填、右：間接型水充填）
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５. 先進的な技術の評定ス
キームの構築

例えば、自動制御技術については、当
該建築物の気象条件や運用条件等に応じ
てカスタマイズすれば、大きな省エネル
ギー効果を得ることが期待されるが、一
方で、その効果は一般化しにくく、設計
時点における定量的な評価は難しい（つ
まり、省エネルギー基準の評価法として
組み込みにくい）。そこで、登録省エネ
評価機関を活用した評定スキーム（任意
評定制度）を新たに構築し、各建築物特
有の条件を踏まえた先進的な取り組みを
個別に評価できるようにした。
本研究で構築した任意評定制度のス

キームを図－７に示す。任意評定制度は、
現状の省エネルギー基準の評価方法では
評価ができない技術について、予め定め
たガイドラインに基づいて当該技術の性
能を試験（もしくは計算）し、その試験
結果の妥当性を任意評定実施機関（登録
省エネ評価機関であり、かつ　住宅性
能評価・表示協会に登録された機関）が
承認すれば、当該技術の性能値を使用し
て省エネルギー基準の一次エネルギー消
費量計算をすることが可能になるスキー
ムであるとした。ガイドラインは技術毎
に作成するものとし、任意評定の対象と
する技術の定義と範囲、性能を算出する
試験方法（試験体の仕様や試験体数、試
験実施機関に求められる能力等）や計算
方法（シミュレーションによる計算の場
合は、そのシミュレーションに求められ
る機能や計算条件等の規定）等を規定す
ることとした。
具体的には次のような特徴を持つ技術

が評定の対象となり得ると想定し、幾つ
かの代表的な技術についてガイドライン
の構築に関わる検討を行った。

①省エネ効果が、その個別の建物の使わ
れ方に依存する自動制御技術
・人感センサーによる在室検知制御

②未利用エネルギー（井水熱、温泉熱
等）を活用する技術（建設地毎に井水
や温泉水等の温度は異なり、一般化が
困難）
・井水を利用したヒートポンプ熱源シ
ステム

・温泉水等を活用した給水加温システ
ム

③仕様が複雑で確認申請時点の設計図に
詳細な仕様を記すことが難しい自動制
御技術
・空調機の給気風量最適化制御

６.研究成果の活用

本研究の成果のうち、「高度な自動制
御技術の評価法の開発」と「未利用エネ
ルギーを活用した建築設備システムの評
価法の開発」については、省エネルギー
基準への適合性を判定する「エネルギー
消費性能計算プログラム（非住宅版）」
に反映され、省エネルギー基準や BELS
のための評価に使用されている。また、
「先進的な技術の評定スキームの構築」
については、平成 29年３月 15日付の技
術的助言（国住建環第 215 号、国住指第
4190 号）で制度が規定され、平成 29年
７月より運用開始（事務局：　住宅性
能評価・表示協会）されている３）。
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図－７　任意評定制度のスキーム


